
令和７年度

就職・採用活動に関する調査結果・速報（企業）

【概要】

令和７年１１月１９日

文部科学省・就職問題懇談会
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資料３



調査概要

⚫ 文部科学省は就職問題懇談会と協力し、2025年度卒業・修了予定学生の就職・採用活動の実態把握を目的と

して、全国の企業に対して 「就職・採用活動に関する調査」を実施。

⚫ 全国の企業より規模、地域、業種のバランスを考慮し抽出した企業5,546社に対し回答を依頼し、2025年度調査

の有効回答数は1,356社（大企業484社、中小企業872社）。（昨年1,441社、一昨年1,160社）

2

②⑤

業種

①

従業員数

所在地

※従業員数300人以上と回答した企業を「大企業」、 300人未満と回答した企業を「中小企業」とした

0 100 200 300 400 500

製造業

卸売業、小売業

建設業

情報通信業

運輸業、郵便業

サービス業

宿泊業、飲食サービス業

医療、福祉

学術研究、専門・技術サービス業

金融業、保険業

生活関連サービス業、娯楽業

不動産業、物品賃貸業

電気・ガス・熱供給・水道業

農業、林業、漁業

複合サービス事業

教育・学習支援業

鉱業、採石業、砂利採取業

その他

462 

252 

193 

110 

69 

62 

31 

30 

27 

19 

19 

17 

12 

9 

8 

7 

2 

27 

100 名未満

19.2%

100 名以上～

300 名未満

45.1%

300 名以上～

500 名未満

14.7%

500 名以上～

1,000 名未満

9.5%

1,000 名以上～

5,000 名未満

8.0%

5,000 名以上～

10,000 名未満

2.2%

10,000 名以上

1.3%

北海道・東北 10.0%

関東（東京以外）

13.9%

東京 21.8%

中部・北陸

22.6%

近畿 13.4%

中国・四国 9.6%

九州・沖縄 8.8%



今年度の採用活動について① ～広報活動の開始時期～
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広報活動を開始した時期

⚫ 広報活動の開始時期について、３月以降に開始した企業は全体で39.4％（昨年度41.9％）、２月以前に開始

した企業は59.6％（同56.7％）。特に、10月以前に開始が35.8％（同31.5％）と増加傾向。

⚫ 大企業においてより早期に広報を開始している傾向。

⚫ ３月より前に広報を開始した理由として「競合する他社よりも早く学生に接触するため」という回答が最も多い。

①競合する他社よりも早く学生に接触するため

②競合する他社よりも早く採用予定者を確定するため

③以前から独自の採用活動日程で実施していたため

④学生の就職・採用活動日程を知らなかったため

⑤その他

0 100 200 300 400 500

①

②

③

④

⑤

478

219

174

9

142
※複数回答可

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

企業全体

27.9%

47.3%

35.8%

8.3%

9.5%

8.8%

5.4%

4.6%

5.1%

6.3%

4.0%

5.4%

4.8%

4.0%

4.5%

45.8%

29.9%

39.4%

1.5%

0.7%

1.2%

①2024年10月以前
②2024年11月
③2024年12月
④2025年1月
⑤2025年2月
⑥2025年3月以降
⑦広報活動は実施していない

N=1,118

N=452

N=666

３月より前に広報活動を開始した理由

（件）

N=665



①競合する他社よりも早く学生に接触するため

②競合する他社よりも早く採用予定者を確定するため

③以前から独自の採用活動日程で実施していたため

④学生の就職・採用活動日程を知らなかったため

⑤その他

今年度の採用活動について② ～採用選考活動（筆記試験・面接等）の開始時期～

採用選考活動を開始した時期 ６月より前に採用選考活動を開始した理由

⚫ 採用選考活動の開始時期について、６月以降に開始した企業は全体で26.1％（昨年度27.7％）、５月以前に

開始した企業は73.8％（同72.2％）。特に、１月以前に開始が24.3％（同16.7％）と増加傾向。

⚫ 大企業においてより早期に採用選考を開始している傾向。

⚫ ６月より前に採用選考を開始した理由として「競合する他社よりも早く学生に接触するため」、「競合する他社よりも

早く採用予定者を確保するため」という回答が多い。

0 200 400 600

①

②

③

④

⑤

532

405

211

11

175

N=1,118

N=452

N=666

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

企業全体

17.1%

35.0%

24.3%

7.8%

13.9%

10.3%

24.2%

20.8%

22.8%

14.0%

10.2%

12.4%

3.9%

4.2%

4.0%

33.0%

15.9%

26.1%

①2025年1月以前 ②2025年2月

③2025年3月 ④2025年4月

⑤2025年5月 ⑥2025年6月以降

※複数回答可
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（件）

N=826



今年度の採用活動について③ ～内々定の時期、土日や秋・冬採用の実施状況～

⚫ 内々定を出し始めた時期について、６月以降に出し始めた企業は全体で36.9％（昨年度42.4％）、５月以前
に開始した企業は63.0％（同57.6％）。大企業においてより早期に内々定を出す傾向。

⚫ 土日・祝日の活動の実施について、企業全体では、半数以上の企業において活動を実施。中小企業では「実施しな
かった」の回答割合が多い。

⚫ 卒業・修了年度における秋・冬採用の実施状況について、「すでに実施している」、「現時点では実施していないが今後
実施予定」と回答した割合が半数を超える。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

企業全体

9.8%

19.9%

13.9%

6.3%

14.2%

9.5%

13.4%

19.2%

15.7%

11.7%

13.7%

12.5%

13.1%

9.1%

11.4%

45.8%

23.9%

36.9%

①2025年1月以前 ②2025年2月

③2025年3月 ④2025年4月

⑤2025年5月 ⑥2025年6月以降

内々定を出し始めた時期

N=1,118

N=452

N=666

土日・祝日における広報活動・採用選考活動の実施

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

企業全体

17.3%

16.8%

17.1%

7.1%

9.5%

8.1%

17.1%

37.4%

25.3%

58.6%

36.3%

49.6%

①実施した（対面） ②実施した（オンライン）

③実施した（対面・オンライン併用） ④実施しなかった

卒業・修了年度における秋・冬採用の実施

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体 32.2% 24.5% 43.3%

①すでに実施している
②現時点では実施していないが今後実施予定
③実施しておらず今後も未定
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（R7新規）

（R7新規）



今年度の採用活動について④ ～実施による課題や負担感～

⚫ 2025年度卒業・修了予定の学生の就職・採用活動日程が2024年度と同様の時期に設定されたことについて、課
題となったことは「就職・採用活動日程を遵守せず、早期に採用活動を開始する企業があった」という回答が多い。

⚫ 就職・採用活動の早期化・長期化の影響などもあり、企業全体で80.8％の企業が採用コストや事務負担が増加し
たと回答。

⚫ 面接を予定していた学生が連絡なしに欠席することについて、企業全体で「あった」（しばしあった、まれにあった）と回
答した割合が半数を超える。

採用・選考活動の日程ルールに伴う課題

N=1,118

実施にあたっての採用コストや事務負担の増減

面接等において学生が連絡なしに欠席すること
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①就職・採用活動日程を遵守せず、早期に採用活動を開始する

企業があった

②業界研究や企業研究が不足している学生が見受けられた

③内々定を辞退する学生が増えた

④特になし

⑤その他

0 200 400 600

①

②

③

④

⑤

562

156

261

372

71
※複数回答可

とても増えた

46.0%
少し増えた

34.8%

あまり増えな

かった

4.2%

減った

0.9% 変わらない

14.1%

しばしばあった

16.7%

まれにあった

36.0%
ほとんどなかった

13.8%

なかった

33.5%

N=1,118

（R7新規）

（R7新規）

（件）



就職・採用活動日程のルールについて

何らかの日程ルールの必要性 現在の日程ルールの内容の賛否

⚫ 就職・採用活動の日程について、「何らかのルールは必要」と回答している割合は企業全体で54.1％（昨年度

59.6％）であり、「ルールは不要」との回答は15.4％（同12.9％）に留まる。

⚫ 何らかのルールは必用と回答している企業のうち、現在の日程ルール（※）に「賛成」と回答した割合は企業全体で

45.0％（同46.6％）と２年連続で半数を下回った。特に、大企業において「反対」の意見が多い。なお、自由記

述の中で、「ルールが形骸化してしまうことが問題であり、ルールの有無が問題ではない」という意見も見られた。

N=1,118

N=452

N=666
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

大企業

中小企業

54.1%

55.5%

53.2%

15.4%

13.5%

16.7%

30.5%

31.0%

30.2%

必要 不要 わからない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

大企業

中小企業

45.0%

32.3%

54.0%

55.0%

67.7%

46.0%

賛成 反対

※広報活動は卒業・修了前年度の３月１日以降、採用選考活動は卒業・修了年度の６月１日以降



広報活動の開始時期 採用選考活動の開始時期

⚫ 広報活動の開始時期については、大企業、中小企業ともに「３月より早く開始した方がよい」の回答が多く、企業全

体では42.8％。「開始時期の設定は必要ない」の回答は24.9％。

⚫ 採用選考活動の開始時期については、大企業、中小企業ともに「６月より早く開始した方がよい」の回答が多く、企

業全体では49.2％。「開始時期の設定は必要ない」の回答は26.6％。

8

※現行、広報活動は卒業・修了前年度の３月１日以降、採用選考活動は卒業・修了年度の６月１日以降

N=1,118

N=452

N=666

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

企業全体

32.0%

25.0%

29.2%

41.6%

44.7%

42.8%

3.6%

2.4%

3.0%

22.8%

27.9%

24.9%

現在の開始時期でよい ３月よりも早く開始した方がよい

３月より遅く開始した方がよい 開始時期の設定は必要ない

（R7新規）（R7新規）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

企業全体

26.9%

15.0%

22.1%

45.3%

54.9%

49.2%

2.1%

2.2%

2.1%

25.7%

27.9%

26.6%

現在の開始時期でよい ６月よりも早く開始した方がよい

６月より遅く開始した方がよい 開始時期の設定は必要ない

就職・採用活動日程の開始時期についての考え方



0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

大企業

中小企業

67.3%

67.7%

67.0%

0.8%

0.9%

0.8%

12.2%

12.6%

11.9%

19.8%

18.8%

20.4%

①求めている

②来年度以降求める予定である

③求めていないが、今後は未定

④求めておらず、今後も求める予定はない

学修成果の活用について

学修成果を表す情報 学修成果を求めた段階

⚫ 学修成果を表す情報について、「求めている」が企業全体で67.3％（前年度67.9％）と多いが、約２割の企業が

「求めておらず、今後も求める予定はない」と回答。なお、学修成果としては、「成績証明書」が最も多く、「履修証明

書」、「GPA」が続いている。

⚫ 学修成果を求めた段階は、大企業と中小企業ともに、「募集時」、「１次面接時」、「最終面接時」の順に多くなってお

り、約９割の企業が最終面接時までに学修成果を求めている。

N=1,118

N=452

N=666
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

大企業

中小企業

29.7%

26.5%

31.8%

26.6%

24.5%

28.0%

10.1%

11.8%

9.0%

23.0%

24.5%

22.0%

2.9%

2.9%

2.9%

7.7%

9.8%

6.3%

①募集時 ②１次面接時

③２次面接時以降 ④最終面接時

⑤内々定時 ⑥内々定後

N=752

N=306

N=446



※複数回答可

キャリア形成支援に係る取組の推進について

企業としてこれまで以上に取り組みたいもの これまで以上に大学に取り組んでもらいたいもの

⚫ 学生の職業観や勤労観を涵養し、個々人の個性や適性に応じた職業を学生自ら選択できる能力を身に付けるため

に、企業としてこれまで以上に取り組みたいと考えるものは、「タイプ１のオープン・カンパニー」が最も多く、次いで「タ

イプ３のインターンシップ」となっている。

⚫ 一方で、企業が大学に対して、これまで以上に取り組んでもらいたいと考えるものは、同様に「タイプ１のオープン・カ

ンパニー」が最も多く、「タイプ２のキャリア教育」や「大学等におけるキャリア教育科目の取組」なども見られる。
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0 200 400 600 800

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

807

214

419

33

286

180

142

①タイプ１のオープン・カンパニー（会社説明会、業界研究なども含む）

②タイプ２のキャリア教育

③タイプ３のインターンシップ

④タイプ４の高度専門型インターンシップ

⑤OB・OG訪問

⑥大学等におけるキャリア教育科目における講演への協力や寄附講座等

⑦特になし

※複数回答可

0 200 400 600

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

623

289

347

45

261

218

197

①タイプ１のオープン・カンパニー（会社説明会、業界研究なども含む）

②タイプ２のキャリア教育

③タイプ３のインターンシップ

④タイプ４の高度専門型インターンシップ

⑤OB・OG訪問

⑥大学等におけるキャリア教育科目における講演への協力や寄附講座等

⑦特になし

※複数回答可※複数回答可

（件）（件）

N=1,118 N=1,118



インターンシップの実施等について

タイプ３のインターンシップの実施状況 取得した学生情報の活用

⚫ タイプ３のインターンシップを実施している（予定を含む）企業は全体で29.2％（前年度27.0％）。中小企業で

は「実施する予定はない」の回答が40.5％と大企業と比べて実施に課題。

⚫ タイプ３のインターンシップを通じて取得した学生情報の活用について、「活用した」と回答した割合は企業全体の

73.4％（前年度25.5％）と活用が進んでおり、大企業において傾向が顕著。

N=1,118

N=452

N=666
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

大企業

中小企業

23.5%

23.9%

20.3%

5.7%

10.8%

4.5%

8.9%

8.4%

8.1%

26.9%

28.9%

26.6%

35.0%

27.9%

40.5%

従来からタイプ３の要件に当てはまるインターンシップを実施しており、引き続き実施する予定

従来のプログラムをタイプ３の要件に当てはまるよう改編して実施する予定

従来のプログラムをインターンシップではないものとして引き続き実施する予定

タイプ３のインターンシップを実施するか検討中

実施する予定はない

※2023年度以降のタイプ３のインターンシップについては、採用選考活動開始以降に限り、インターンシップを通じて取得した学生情報を活用することが可能。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

大企業

中小企業

73.4%

80.2%

66.7%

15.0%

13.0%

17.0%

4.0%

3.1%

4.8%

7.6%

3.7%

11.5%

活用した 次年度以降に活用予定

活用する予定はない 未定

N=327

N=162

N=165



採用プロセスの複線化の実施について

採用プロセスの複線化の実施 採用プロセスの複線化の実施時期

⚫ 採用プロセスの複線化の実施について、「実施した」と回答した企業は全体で7.2％。大企業は11.1％、中小企業

は4.5％と大企業で実施した割合が多い。

⚫ 採用プロセスの複線化の実施時期について、「2025年1月以前」と回答した企業が全体で48.8％と最も多く、３月

からの広報活動より前に採用選考が行われている実態が見られる。
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※2025年度卒業・修了予定者から、タイプ３のうち専門活用型（２週間以上）かつ卒業・修了年度に入る直前の春休み以降に実施されるインターンシップ
を通じて高い専門的知識や能力を有すると判断された学生については、そのことに着目し、３月から行われる広報活動の周知期間を短縮して、６月より前のタ
イミングから採用選考プロセスに移行できることとし、プロセスの複線化をしている。

N=80

N=50

N=30

N=1,118

N=452

N=666

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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92.8%

実施した 実施しなかった

（R7新規）
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16.7%

8.0%

11.3%

2025年1月以前 2025年2月
2025年3月 2025年4月
2025年5月

（R7新規）



セクシャルハラスメント防止対策等について

セクハラ防止対策を行った企業 相談体制の整備

⚫ セクシャルハラスメントのような行為（※）を防止するための対策を行った企業は全体で41.7％（前年度34.1％）

と半数に満たない。

⚫ オワハラを含めたハラスメント行為の防止のため、学生が安心して就職活動に取り組めるよう「相談体制を整えている」

のは企業全体で30.3％（同25.1％）、「早々に整える計画がある」を含めても54.6％（同45.1％）に留まる。

N=1,118

N=452

N=666

13

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

企業全体

37.1%

48.5%

41.7%

62.9%

51.5%

58.3%

行った 行っていない

具体的な対策として、「人事担当者向けの研修などで周知」が最も多

く、「就職活動中の学生への対応方針を社員に周知」、「学生と個人

的に連絡をとるような手段の利用を禁止」などがある。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業全体

大企業

中小企業

30.3%

35.4%

26.9%

24.2%

25.5%

23.4%

45.5%

39.4%

49.7%

①整えている

②現時点で整えていないが早々に整える計画がある

③整えていない

※就職活動中の学生が企業の採用担当者や企業の若手社員（大学のOB・OG）等の性的な言動により、不快な思いをしたり、人権侵害を受けたと考えるすべての行為をいう。
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